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２．対象・目的・内容
　自主防災組織の防災活動を支援するため、防災資機材購入のための補助金を交付する。

事 業 概 要

　自主防災組織
事業の

年

対象

（誰・何を）

　地域の自主防災組織の組織化及び活動の強化を図る。
事業の目的

（どういう状態

にするために)

　自主防災組織における資機材の整備、活動に必要な経費の補助
事業の内容

（どういう内容

を行うのか)

平 度成２８年度　当初予算事業の概要説明書
（兼評価説明書） 1 頁
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平成25年度決算額 - - - - - - - -
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優先度(緊急性) 2 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 4
事 業 の 抜本的見直し

次 総合評価
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　本事業は平成９年から自主防災組織を立ち上げるという目的で補助を行ってきており、現在81組織中72組織が組
織化されている状況である。組織化されていない残りの自治会には、自主防災組織の設立の働きかけを行ってきた
が、今後も組織化を見込めないことに加え、未利用組織に対しての利用勧奨も再三行ってきたことから、事業開始
時と比較すると、ある程度目的は達成されたと思われるため、事業実施については、今年度で終了ということも視

野に入れて『抜本的見直し』と判断する。

概要説明
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年 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指 標 目 標 値 30 30
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当

等 の 説 明

初

　自主防災組織が防災資機材を購入した場合に、経費の 1/2（最大10万円）の補助を行ってきた。当初は、３年間
で各自主防災組織が１回ずつ補助を利用する想定であったが、半額は地元が負担しなければならないということも
あってか、補助を利用する自主防災組織はまだ少ない状況にある。また、平成27年度の途中からは、ＡＥＤ本体の
購入は別枠とする旨の改正を行っている。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 4
事 業 の 継続実施
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次 総合評価
　この補助金制度は必要であると考えており、また、ＡＥＤ本体の購入に関する補助制度が市では他にないことか

評 ら、平成29年度以降も補助金制度については継続実施したいと考えている。
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